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て国家経費目不生産的性格に着目している。これらに対して， ドイツ歴史学派のF，リスト， L 




System der politischenοIkonomie， 1841， Vierte Aufl， herausgegeben von H. Waetig， 
sa明.mlungsozialwissenschaftlicher Meister， Jena， 1922， S. 225，小林昇訳，経済学の国民
的体耳主岩波書百， 1970年， 201ベー ジ。
こD見解が典型的に示しているように，歴史学派による経費白生産性の主張は，実は，国家の









機 官自 聖 ~I 連邦|州|地方 著寄|連邦|州|地方
紅: 言十 1 275吋附但21'77，642 100.0 1 1加 ~J 100.0 1 1ωo 
国防及国際関係 84，253 84，253 (正〉 (X) 30.6 50.5 (X) (X) 
宇宙開発左技術 3，691 3，691 (X) (X) 1.3 2.2 (X) くX)
郵 使 7，722 7，722 (X) (X) 2.8 4.6 (X) くX)
教 育 55，771 8，凹7 30，865 38，970 20.3 5.3 39.8 46.8 
道 路 16，746 4，927 13，483 5，426 6.1 3.0 17.4 65 
自然資源 11，469 9，032 2，223 583 4.2 5.4 29 0.7 
保健・病院 13，587 4，850 5，355 5，010 4.9 2.9 6.9 6.0 
1吾 主吐 17，517 10.411 13，20fl 6，700 6.4 6.2 17.0 81 
住宅・都市再開発 3，189 2，660 120 2，116 1.2 1.6 。2 2.5 I 
空 港 2，065 1，178 225 791 0.8 0.7 0.3 1.0 
雇用保障 1，790 1，日85 767 2 0.7 10 1.0 (Z) 
公債利子 18，411 14，037 1，499 2，875 6.7 8.4 1.9 3.5 
そ の 他 38，807 13，599 9，900 20，743 14.1 8.1 12.8 24.9 








た上で，なおよ〈維持しうる数を超えることはできないoJA. Smith， An lnquiry into the 
Nature and Causes of the Wea:th of Nations， Edited E. Cannan， The Modern Litrr切でy，
New York， 193τp.657，大内兵衛訳，岩波書官， 1943年，第4分1Il， 15ペー ジ。






























これ以上に大きな誤りばないのであ石。J K. Marx. Das Kapital， Buch 1， MEHぺBd.23
























































5) K. Maτx. Zur Kritik der politischen Ok田 omie.Erstes Heft， Volks血 sgabe，M四kau.
1934， S.24日5，宮川実訳「経済学批判」青木書居眠 1951年， 324ペ人なお， Marx an En 


























6) このような立場からの経費論の最初のあらわれは G.Colm， Volk宮umscl.叫~ftliche Th町内8
der Staatsausgaben， 1927である。池上惇，政府部門の理論的考察 コルム理論を中心に
一一， H同， I撞済論叢」第88巻第2号，および3号(1961年8用および9月L































国防及び国際関係 14，027 29.5 
宇宙開発 65 0.1 
教 育 7，630 16.0 
道 路 10，771 22.8 
自然資源 2，480 5.2 
保健・病院 956 2.0 
下水施設 1，385 2.9 
地方公園レクりエーシ ;Y 685 1.4 
住宅・都市再開発 2，172 4.6 
空 港 925 2.0 
水 運 543 1.6 
地方公営企業 2，437 5.1 
そ の 他 3，445 7.3 
合 E十 47，519 100 
(出所) Statistical Abstract of the U.丘， 1972，
p. 411より計草。


























乃 島恭彦「財政学慨論」岩被書眉， 1963年， 63ベージ。


























え方を完全に改めて，機能 (function)， 事業 (activ出国:)， 計画 (proj叫 s)に基
174 (174) 第113巻第l号
























8) 第一次フーパー委員会勧告，第1，大蔵省主計局法規課「アメリカにおけるハ フオ マンス
予算制度J217へー ジ。
9) 第三次フバ委員会勧告，第丸岡ム 274ベー ジ。
10) 第一次フーベー委員会勧告，向上， 225ベ ;/0 
行政手段と公務苦働 (175) 175 
第 3表合衆国連邦・州・地方政府の佳質目的別直接支出
(l97C年)(100万ドノレ〉
直接支出 |政府合計(連 邦|引地方| 1[' |地 方
経常操作 197，020 99，1口5 97，915 30，971 66，9岨
資本的支出 47，519 17，869 29.650 13，295 16，355 
建 設 28，402 4，150 24，252 11，185 13，067 
設 備 15，893 13，125 2，768 870 1，898 
土地，構造物 3，225 594 2，631 1，240 1，391 
援助と補助金 20，764 12，674 8，090 4.387 3，703 
公債利子 19，160 14，037 5，123 1，499 3，624 
保険支払及び償還 48，521 41，248 7，273 6，010 1，263 
計 I 332，蜘 I(話器~ I川町|〔2121a1 9(1383〉7 
(出所) U. S. Bureau of the Census， Go也'ernmentalFina旭町田 1969-70，




















































































































〔出所) StatisticaL Ahstract， 
1972， p.413 
12) 成瀬竜夫，財政危濃と曹働力管理機構¢発展ー ←ニュー ディー ノレ失業救済政策の考察[1[一一，
「経世論議J第110巻第6号，および同，公共投資と社会保障制度改草，周よ(2)，r経済論議」第
111巻第3号，を毒照。































































































1900 1.3 u 
1910 1.1 3.1 
1920 24.3 15.9 
193日 16.2 19.2 
1940 43.0 11.5 
1950 257.4 14.5 
196日 286.3 11.9 
1970 370.9 
(出所). si皆atisticaZAhstract o}‘ 













































































































(出所) Statistical Abstract 
of the: U. 丘， 1972， 
p. 459. 































国訪及び国際関係 1，165 1，165 
郵 !便 716 716 
教 育 5，501 ， 2日 1，223 4，258 
うち教員 3，042 375 2，667 
道 路 613 5 296 312 
保健・病院 1，231 206 509 517 
警 察 557 33 60 464 
消 防 272 272 
衛生・下水道 197 197 
公園・よ/クリエー ショ γ 164 164 
自然資源 417 229 155 34 
財務管理 344 101 95 148 
その他 2，144 403 494 1，245 
l口L 言十 I 13，316 I 2，872 I 2，832 I 7， 
* シピリァγ
〈出所) u. S. BU1-eaU o[ tl碍 Census，Statistical Abstァ'actof 
the U. S.， 1972， p.430. 
第8表政府雇用目動向
1 9 5 0 
1 9 6 0 
1 9 6'5 






































188 (188) 第 113巻第1号
本稿の基本的テーマ，すなわち，競争組織化の財政理論は，政府部門のなか
にもち込まれた効率化と競争の移植，あるいは政府の資金をあたかも民間資金
のように管理させることが，国家独占資本主義における資本蓄積過程にとって
どのような意味をもつかを分析することであった。
その結論は端的にいえば，公務員相互の競争の組織化を通じて，産業，金融，
地域における再編成を主導Lつつ，そのスピードを早め，労働力のより一層の
流動化と零細資企の動員をつよめて，住民とくにその中心である労働者相互の
生存のための競争を激化する傾向があるということであった。
この過程が，生産手段と行政手段の相互の関係，住民と公務労働者の将来に
とって何を意味するかは，すでに「からみあい」と「社会的結合j について述
べたところから推察可能であろう。国家的独占と私的独占のからみあいの発展
は，交通手段においてとくに典型的にみられるように生産の手段を行政の手段
に転化させ，それによって，行政権力の強化が，生産の社会性の発展，技術水
準の高い生産力を行政権力に移植することを通じてはじめて可能であることを
示した。軍事的な行政手段においても乙れは同様である。この結果，行政権力
を社会的に結合された住民が統制しうる基盤はますます拡充されていった。住
民と公務労働者についても同様である。公務労働者が行政能率を高めるために
は，住民家計と住民生活を社会的に結合せざるをえなかったことは，行政-lj--
lピスの内容，さらには，大衆的に支出される零細資金について彼らみずからが，
公金の私的占有をやめさせ，自分たちり資金を自分たちで使用するという問題
に関する人々の自覚をかならずつよめずにはおかず，住民と公務労働者がそり
生活水準において相互に近づけば近づくほど， ζの傾向はつよめられるであろ
つ。
そして，この展望こそが，現代財政支出論の最終の結論なのである Q
